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長期波動 と戦後50年
毛馬内 勇 士
1.戦 後50年 の経 済変動
第2次 大戦後50年 が経過する。50年 という年月は社会科学にとって人々
を驚愕させるほどの有意味な時間的単位である。様々な主張や命題が,根
底か ら時間の波に洗われて,そ の正体をあらわにする。今や目に見える形
で明確に論理が実証され,懸 案の熱狂的な支持をもつ主張でさえも誤まれ
るものは時代の流れの淵に立つことさえ許 され ないのであ る。われわれ
は,こ の数年間,内 外において多 くの戦後的論争における論理的主張や反
定立が,音 をたてて結末を向かえる姿を 目前にしてきた。
かかる状況の中で世界経済が50年 とい う長期ダイナ ミズムの中で 「一つ
の循環的変動を転回す る」 とい うコン ドラチェフ的考え方はあまり一般的
的ではなかったが,今 や打ち消しがたい真実として多 くの脚光を浴びつつ
あるように思える。50年 単位の循環的変動に一定の社会科学的主張が有意
味な論理性を貫 き通すためには,循 環的変動に対応す るだけの柔軟性や対
称性が包含されていなければならない。約50年 の長期循環変動のコン ドラ
チェフ的フレームワークは,現 実の経済実体における歴史の二元的対立の
対称的存在を包含すると共に,歴 史の循環的反復性に問題珪解の手がか り
を見い出すことを特徴とし,実 体の構造変動の統合的一統化を志向する動
態的視点である。世界経済が約50年 単位で一つの循環的変動を転回すると
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き,論 理的対称性や歴史的反復性を包含す る主張こそが真に実体における
二元的対立の総合化を可能にし,実 体の変動に対 して長期動態の一統的主
張 とな りうるのである。
経済実体におけるコン ドラチェフ的循環変動に付随する反復性や対称性
の問題は,一 貫性の欠如とか,整 合性の欠如とか とは異なった次元の問題
で,現 実の実体における二元的対立を対称的柔軟性や歴史の反復性におい
ていかに綜合するかということであ り,世 界経済の動態的変動を真に現実
的に把握するか否かの問題なのである。多 くの主張は論理的一貫性のゆえ
にきわめて一元的であ り,そ れ故に実体の変動に対 して硬直的非現実的で
あるといわざるをえない。今や50年 単位の長期動態的循環のフレームワー
クか らでなければ解 き明かせない戦後的経済諸問題があちこちに出現し,
長波的循環の 『シン ドローム』を顕著にしているのである。
赤松要教授は,.世界経済における実体の変動パターンを,(1)発 展変動,
②循環変動,(3構 造変動に類型化することによって,経 済政策の基本的考
え方を提示 したが,こ の思考構造は,50年 サイクルのコン ドラチ ェフ的長
期波動 と結合されて,世 界経済の長期動態的認識の基本的手段 として適用
されるのである(1)。
まず発展変動 とは,発 展的矛盾を媒介 とする実体の成長(拡 大)な いし
後退 ・(衰退)の 運動であ り,こ の場合の発展的矛盾 とは,実 体における諸
量の成長発展を限止す るような後退的下降ないし衰退的要因である。この
発展的矛盾の強弱によって実体の諸量は,あ る時は成長し,ま たある時は
後退する。例えば表1に 示す ように,年hの 経済成長率が5年 間に渡って
レベルA～Cま でであ り,1年 目か ら5年 目までの時系列的継起変動が,
ArA.rC-Bで あったとしよう。5年 目の成長率が レベルB(8%)
として一番高いのは,発 展的矛盾すなわち,後 退的下降要因ない し衰退要
因が弱かったか,あ るいは発展的矛盾を克服する力が強か った か らであ
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表1図1発 展 変 動
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り,反 対に4年 目の成長率が レベルC(2%)と して一番低 かったのは発
展的矛盾が強か ったか らか,あ るいは発展的矛盾 を克服す る力が 弱かった
か らである。いずれ にせ よ,発 展変動 とは,5年 間の単純 な例示 的時系 列
で示 され る ように,年 々の成長 レベルが高か った り,低 かった りする こと
に よって,ArA2-A9-C-Bと い うような継起 的変動 を もつ ことで,
維持的(レ ベルA1=A2=A3)または 躍動 的(レ ベルB),あ るいは後退
的(レ ベルC)の 形態を とる。 この場合,発 展変動 としての継起 的変動は
ArA2-A3-C-Bと い う任意性を もつ の で あ っ て,継 起系 列は法則
的,必 然的 または特定の パター ン化 した ものではない。従 って別 の任意的
継起 も考 えられ るわけ で,例 えば,C-B-A,一A2-A3な どの ように様
々に考 え うる。か くして発展変動 の最大 の特性 は,発 展的矛盾 の強弱 に よ
って継起的変動が任意性を もつ とい うことで,そ こには法則性や パター ン
化 した必然性は存在 しな いのであ る。従 って発展変動 とは,そ の こと事態
におい ては,単 に,経 済諸量(所 得,生 産,物 価,人 口,流 通量,・利子率
な ど)が 任意 な水準 で上が り下が りす る現象以外 のなに もので もない とい
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うことになる。
以上の発展変動に比較して 「循環変動」の考え方は,思 考構造として革
命的であるとさえいえるだろ う。循環変動とは,循 環的矛盾を媒介とする
実体の反復的再起性を本質とし,そ の特性は,(1)反 復性,(2)構 成性,(3)対
称性であるといえる。
さきの表1の 例示のように,表2を 作成 しそれを示 したものが図2で あ
る。ただし,こ の場合においては単純な物価指数の系列(現 実とは異なる
仮想的なもの)を 想定し,7年 間の例示的時系列の継起的変動を仮定 して
いる。 この場合注意を用することは,循 環的変動としての継起的系列は,
発展変動と異なって任意性をもつのではな く,A、 一BrArC1-A;一
B2-A4-C2と い う特定の一組のパターン化した必然的法則性を持たない
限 り,循 環変動は発生しないということである。循環変動を生み出す媒介
としての循環的矛盾 とは,例 えば,BrArC1と いう現象が一回限 りで
消滅す るのでな く,あ る一定の等間隔をおいて,再 びB2-ArC2と い う
形で再起することを意味し,こ の反復性こそが循環変動の第一の特徴なの
である。従って循環変動を問題にする場合には,発 展変動の任意性の継起
変動とは異なって,特 定の一組みの必然的法則性を持つような継起的系列
表2図2循 環 変 動
年 レ ベル 指 数
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でない限 り意味をなさないことになる。いま,循 環変動における特定の一
む コ コ
組みの必然的な継起的系列を 構成性(organization)と 呼ぶとすれば,こ
の構成性は循環変動の第二の特徴である。
循環変動のもつ構成性 とい う特徴は,他 の経済分析方法にはないきわめ
て特異な視点であ り,発 生する経済事象の任意性をSystematizeす ると同
時に,歴 史の諸事実をOrganigeす る。歴史に対する真の長期動態的認識
とい うのは,継 起的系列の構成性にこそ求められるべきであ り,そ れを持
たない経済分析はどれほど精密であ り,科 学的であった としても実体の変
動からは切 り離され,分 化され,任 意化されてお り,動 態的認識 とは別個
の存在といわざるをえないものである。従って,循 環変動の構成性は,長
期動態的経済認識にとっては,他 の分析手法にはない特筆すべき特徴とい
うべきもので経済実体の変動に対する歴史的,時 間的,連 鎖的なOrgani-
zationを 与xる ものである。
循環変動の第三の特徴は対称性とい うことである。図2で もわかるよう
に,BrA2-C、 の局面とCi-As-B;の 局面は,時 間の方向Y'対 して下
降 と上昇の対称性をもち,ま たB1とC・ は上位転換点と下位転換点の対称
性をもち,さ らにA・とA2は いずれも中位点であるが,上 昇局面上 と下降
局面上の対称性をもつ。この他,BIA2の 局面とA2C・ の局面や,CIA3の
局面 とA3B2の 局面 も,な んらかの対称性をもっている。 これらの対称性
は,経 済実体における二元的対立の可能性を示す もので,循 環変動はその
内部に対称性を含みなが ら,こ の二元的対立を 「一統的に綜合化」してい
るとみなければならないものである。
最後に構造変動であるが,こ れは一定の社会生活体における構造が構造
的矛盾を媒介 として変動するとい うことである。そもそも構造とい う概念
は,き わめて質的概念であ り,社 会生活体 としての全体を構成する諸部分
ないし全体を形づ くっている構造要素がどのように全体に対 して組み込ま
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れているか,あ るいはどのような比例性のもとにあるか,さ らには諸部分
ないし構造要素がどのよ'うな結合割合で全体を構成 しているかという問題
である。従って構造変動 とは,諸 部分ない し構造要素の構成や,比 例性,
さらには結合関係が変化することによって全体が もつ質的特性が変動する
ことを意味している。基本的に構造という概念は質的概念であり,'構造そ
のものが,全 体に対する諸部分ないし構造要素の量的比例性であるとすれ
ば,構 造変動とは,質 を変えるほどの諸部分や構造要素の量的変化が発生
したことを意味する。
「質を変えるほどの量的変化」は社会科学的現象 としては,長 期動態過
程でしか発生せず,経 済諸量の短期的変化の累積的結果が,長 期のプロセ
スで全体に対する諸部分ないし構造要素の比例性や構成性を変化させ,異
なつだ質に転化 し,新 たな構造が形成されるのである。従って,構 造およ
び構造変動は,社 会生活体における質的概念であるが,長 期的累積的特性
をもち,「構造変動」とい う実体の変化によってつぎの 「新たな構造」が形
成され るのである。
構造変動に伴 う質的特性の変化に関して特に重要なのは,ま つ第一に世
界経済的構造変動であ り,世 界経済の実体が 「異質的補完関係の構造」か
らr同 質的相剋関係の構造」へ と対称的変化を示すことであ り,第 二は,
実体経済的構造変動 としての 「需給構造の変動」であ り,第 三は社会生活
体の内部構造的変動 としての 「観念=秩 序構造の変動」である。第一の世
界経済的構造変動の問題は各国間の産業循環に伴 う産業革新 とそのキャッ
チアップの問題であ り,第 二の実体経済的構造変動の問題は,長 期循環変
動としての経済長期波動の問題に属し,第 三の観念=秩 序の構造変動は,
経済政策原理の問題である。
構造変動 とは構造的矛盾を媒介として生ずる構造の変動であるが,こ の
場合の構造的矛盾 とほ諸部分ないし構造要素の全体に対する比例性が崩壊
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した り,構 成が不調和であった り,あ るいは結合関係が阻止的矛盾をもつ
場合である。実体における構造の整合性が崩れ,そ こにひずみや対立を持
つとき,構 造的矛盾が発生しているが,世 界経済構造における 「同質的相
剋関係の矛盾」や,需 給構造の不調和による 「過少生産構造の矛盾」なら
びに 「過少需要構造の矛盾」,さらには観念=秩 序と実体との政策原理的不
調和などは,構 造的矛盾 として基本的に重要である。
赤松教授によって提示 された世界経済における実体の変動パターンであ
る発展変動,循 環変動,構 造変動は,そ れぞれ個別に分離されて論義され
るのではなく,発 展変動の任意性に,循 環変動的構成性が加えられ,循 環
変動の反復性に構造変動の長期的質的特性が与えられ るとき,世 界経済の
長期動態的変動の 『綜合的認識』が可能となるのである。
赤松教授は約50年 サイクルのコン ドラチェフ的長期波動を日本で最も早
く体系的に論 じた経済学者であるが,価 格サイクルを中心 とするこの長期
波動論は,発 展変動,循 環変動,構 造変動の視点から補足 されるとき,よ
り内実のある長期波動論へ と論理的展開が可能 となるのである。戦後世界
を50年 とい う長期のタイムスパンでふ りかえるとき,そ こに示され る全貌
はまぎれもなくrコ ンドラチェフ的長期波動』であ り,歴 史の実体は,長
期循環変動的論理構成によってオーガナイズすることが もっとも論理的フ
レームワークとして内実性に富んでお り,今 やそのような観点からでなけ
れば説明のつかない事象が多数出現 しているというべきである。
長期波動は,循 環変動的特性 としての歴史的反復性やパターン化した継
起的構成性にとらわれすぎるとの批判 もあるが,構 造変動に伴 う長期累積
的質的特性の 「対称的出現」は,戦 後50年 間にコン ドラチェフ的長期波動
の上昇局面 と下降局面が明らかに出現していることを確信させる長波シン
下ロームなのである。
図3は,世 界物価を指標とする1920年 以来のコン ドラチェフ的長期波動
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図31920年 以来の長波概念図
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の概念図であるが,戦 後50年 のタイムスパンは,1973年 を頂点 として,前
半の上昇(A局 面)と 後半の下降(B局 面)に 二分 され,1920年 か ら1945
年までは,B'局 面 として先行する長期波動の下降局面だけが示されてい
る。循環変動の"反 復性"と は,B'局 面 とB局 面の約50年 間隔を有する
相似性であ り,"構 成性"と はB'→A→Bへ と局面移行が連鎖することこ
とであり,ま た"対 称性"と は,A局 面 とB局 面が時間の方向に対 して前
者が上昇 し,後 者が下降することを意味している。
戦後50年 は管理通貨制や,市 場への政府介入によって,物 価波動によっ
ては長波のクロノロジーを明確に示すことができないとい う難点が存在す
るが,だ からといって長期波動が,世 界経済から消滅した と結論づけるの
は,余 りにも,世 界経済の変動に対する構造的認識を欠如した思考方法 と
いわざるをえない。世界経済の構造変動に伴 う長期の累積的質的特性が,
対称性をもって出現するとき,そ れらは上昇から下降へ と波動的反転を示
す"長 波シンドローム"と みなされるべきであ り,物 価の波動現象には希
薄にしかあ らわれなかったとしても長波の存在が確証されるのである。
長波シンドロームは,A局 面 とB局 面の事象の構造的質的特性の 「対称
性」によって認識できるだけでなく,先 行する長波のB'局 面 とB局 面の
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「反復性」によっても認識可能である。もちろん,世 界経済の対称性や反
復性は,社 会科学的特性を有 し,自 然科学的厳密な概念とはほど遠いもの
であることはまちがいない。それにもかかわらず,循 環変動のもつ,反 復
性や対称性,構 成性は,長 期波動論を特徴づけるす ぐれた分析上の利点で
あり,世 界経済の長期動態的認識のためには不可欠の視点なのである。
現代世界経済の長波 シン ドロームを示す,構 造的質的特性としての対称
性や反復性の具体的事象のうち,基 本的と思われるものを列挙して示す と
すれば以下のようであろ う。
(1}今 日,覇 権国アメリカないしパ ックスアメリカーナの 「盛と衰」に
み られ る対称性が顕著である。アメリカ覇権の衰退を経済的事象としてど
のように把えるかによって,長 波の上位転換点の時期は異なるが,一 国の
重要な国力の指標を貿易収支 とすれぽ,覇 権国アメリカの貿易収支が構造
的マイナスに転換した時期が,長 波シン ドロームによる屈折点であ り,そ
れをはさんでアメリカ覇権の盛 と衰の対称性が出現する。このような構造
的赤字国にアメリカが転化 したのは,1970年 代初頭であるが,同 じように
先行する長期波動において覇権国イギ リスがパ ックスブリタニカの屈折点
を向かえるのは約50年 前の1920年 前後であ り,そ の意味では覇権国アメリ
リ リ 　 コ 　 　
カの貿易収支の赤字は,歴 史の循環的反復性を示す長波 シン ドロームとい
えよう。
② アメリカ覇権の衰退によって世界経済の重要な歯車がことごとく逆
方向に進展することとな り,固 定相場制から変動相場制へ,ド ルの安定か
ら不安定へ,自 由貿易か ら相対的保護貿易へ,資 本供与国から資本受入れ
国へ,債 権国から債務国へと,通 貨,通 商,資 本移動において従来とは異
なる対称的反転の政策運営をアメリカは発動することとな り,こ れらのす
べての端初は1970年 前後にその崩芽をもつものとみることができる。この
ようなアメリカの経済ビヘイビアにおける対称的な反転は,ア メリカが覇
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権国であるということによって,そ の及ぼす影響は世界的であ り,ア メリ
カの衰退に巻 き込まれて,世 界の諸国も同時不況とならざるをえない。覇
権国の衰退は,長 期波動の屈折的上位転換点を生み 出す重 要な契機 であ
り,80年 代や90年 代に間欠的に出現する深刻な世界同時不況は,1930年 代
との類似的対比において歴史的な反復性が現われているものと判断できよ
う。
(3)日 本が1970年 頃を境に従来の単なる後続国(キ ャッチアップ国)か
らアメ リカ覇権に対する挑戦国へ と変ることによって,日 米の経済構造が
異質的補完関係から同質的相剋関係へと対称的変化を示したことである。
非覇権国としての"後 続国"と"挑 戦国"の 相違は,前 者が覇権国の動態
的過程で比較劣位化した産業,例 えば,繊 維や造船,鉄 鋼などを模倣的に
摂取し,キ ャッチアップを目ざしているのに対 して,後 者は,覇 権国が現
在比較優位を有する高付加価値の リーディングセクター産業,例 えば,自
動車,エ レク トロニクス,情 報通信,金 融サービス部門などについてキャ
ッチアップを志向し,覇 権国の基軸産業を脅かすに至 ってい ることであ
る。 日本の後続国から挑戦国への転化は,日 米間の構造的特質を異質的補
完関係から同質的相剋関係へ と対称的変化をもたらし,熾 烈な貿易摩擦を
発生するとともに,イ ギ リス覇権におけるイギ リス対 ドイツないしフラン
スの関係と同様の歴史的反復性をもち,長 期波動下降局面の長波的シン ド
ロームを色濃 く特徴づけている。かつてフランスが,ポ ン ド預金をイギ リ
スから金に変えて引出し,金 本位制の継続を困難にした ように,日 本が大
量のジャパンマネーをアメリカから引きあげるとすれば,ド ル通貨体制は
危機的 とな り,根 底から通貨体制は不安定 となろ う。国際通貨体制におい
てアメリカがかつての絶対的能動者から日本とい う挑戦者の出現によって
相対的受動者に転化したこと自体に,下 降局面の長波的シン ドロームをみ
てとることができる。
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(4)1973年 の石油危機は,原 油価格の3な い し4倍 の上昇をもたらした
が,重 要資源の 「制約循環説」 という特徴を一面でもつ長期波動の観点か
らは,石 油危機の発生は最大の長波 シン ドロームであった。世界物価は,
原油価格の上昇によって,イ ンフレ的過熱状態を形成 し,数 年後の新規鉱
脈の開発によるオーバーシューティングの結果,緬 格は暴落し,世 界物価
を下方へと調整する圧力 として作用 した。石油危機をはさんで,そ れ以前
は世界物価上昇の趨勢が作用し,そ れ以後は下降的調整の圧力が作用す る
ことによって,世 界物価は循環変動のティピゥルな対称性を示 した。石油
危機とい う現象は,先 行する長波の制約要因であった土地制約や,食 糧不
足,あ るいは金鉱の枯渇などと同様に,歴 史的な反復性をもっていること
に注目されるべきである。
㈲ 世界物価の上昇趨勢から下降圧力への構造的反転は,長 期波動の曇
天の特徴の一つであるが,そ の背景には,「 需給構造変動」の継起的変化
が考えられ,需 給構造の矛盾の特定パターンの構成 として長期波動を示す
ことができる。一般に長波の上昇局面では,初 期において1回 限 りの群生
的技術革新を仮定 した 上 で,総 供給(=S)と 総需要(=D)の もと,
「S>D」 → 「S=D」 → 「S<D」 の需給構造における継起的変化が考
えられ,下 降局面では 「S<D」 → 「S;D」 → 「S>D」 の継起的変化
が想定できる(2)。世界物価の上昇局面は 「過少需要構造の矛盾(S>D)」
と 「過大需要構造の矛盾(S<D)」 のデマン ドサイ ドにおける矛盾が継
起的に発生することによって形成せられ,下 降局面は,過 大需要構造の極
限値 とも云 うべき 「過少生産構造の矛盾(S〈D)」 と,「過剰生産構造の
矛盾(S>D)」 のサプライサイ ドにおける矛盾が 継起的に発生すること
によって形成せ られる。ここでも上昇局面 と下降局面では,長 波のピーク
をはさんで需要と供給の対称的構造矛盾が問題 となる。世界物価のインフ
レ的過熱のピークは,需 要の極大と供給の極小の合力 として発生 し,反
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対に世界物価のデフレ的過冷のボ トムは,需 要の極小 と供給の極大の合力
として発生す る。ベ トナム戦争 と資源制約としての石油危機は,イ ンフレ
的過熱のピークを形成するに十分の合成力であ り,冷 戦構造の終了と旧共
産圏,ア ジア,イ ン ド等からの大量低価格品の世界市場への価格破壊的供
給は,デ フレ的過冷のボ トムを形成するに十分な合成力となる。今や世界
物価は価格破壊現象によって本格的な長波的シン ドロームを形成しつつあ
り,「 過少需要強化作用」が始動することによって,デ フレと失業,内 需
の低迷,生 産の相対的過剰などのマクロ経済面の縮小的危険性が歴史的反
復性 としてあらわれつつあるように思える。
(6)経 済政策原理とは,政 策観念=秩 序と実体との調和的同一性実現の
理念にかかわ る問題であるが,戦 後世界の主流政策原理はケインズ経済学
であった。ケインズ経済学は,不 況の経済学と云われるごとく,デ フレ的
過冷のボ トムを想定し,低 位の物価水準と供給能カー定の もとで,経 済の
需要サイ ドの矛盾をいかに解決するかを主眼とするものであった。長波論
にとってケインズ経済学がもつ重要性は,そ れがデフレ的過冷のボ トムを
想定 した政策原理であり,物 価の循環的波動を長期に想定す る長波論にと
って,ケ インズ経済学は実体の構造変動に対 して恒久的な政策原理 とはな
りえず,部 分的,一 時的,一 過性の政策原理にすぎない とい うことであ
る。長期波動の初期時点で,デ フレ的過冷の物価ボ トムと群生的技術革新
の発生を仮定すれぽ,供 給サイ ドの問題は消失し,残 るのは有効需要の創
造だけである。デフレ的過冷のボ トムでは資源制約は存在せず,物 価は低
位に安定し,財 政赤字の呼び水的政策は,ク ラウ ドアウ ト効果なしに生産
や雇用ならびに消費や投資を平行的に増大させ,ケ インズ経済学は,政 策
原理として観念=秩 序 と実体の調和的同一性を実現す る。しかし,長 期波
動論が想定するように長期動態過程で対称的なインフレ的過熱のピークが
訪れる時,ケ インズ経済学は実体に対して政策原理的不調和を生み出し,
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時代の政策原理 としての妥当性が疑問視される局面 に到達 せざ るをえな
い。なぜなら,イ ンフレ的過熱のピークにおける経済的矛盾は,需 要の極
大と供給の極小の合成力か ら発生する 「過少生産構造の矛盾」に陥ち入っ
ているか らであ り,こ の矛盾を解決す るためには 「有効需要の政策原理」
ではな く,全 く対称的な 「有効供給の政策原理」を必要 とす るか らであ
る(3》。
r有効供給の政策原理』は,ケ インズ的政策に対 して対称的特性をも
ち,イ ンフレ過熱の経済学といってもよく,物 価水準の過熱的 ピーク近傍
における 「過剰需要構造の矛盾」 と 「過少生産構造の矛盾」の複合する実
体に対 してのみ有効な政策原理である。 その主眼 とする目的は,「 価格市
場の調整 メカニズム」をフルに活用し,供 給を増大させながら物価や賃金
を引き下げ,財 政金融政策の裁量的介入なしに均衡を達成 しようとするこ
とである。 この政策原理は反 ケインズ政策 としてのマネタリス トやSSE,
合理的期待論者などの複合から形成されているが,先 行する長波における
歴史の循環的反復性から判断すれば,「古典派の復権」 とみなすことができ
よう。インフレ的過熱のピーク近傍における古典派政策原理の出現は実体
の変動における本質的動向であるが,か かる理念を体元 したレーガノミッ
クスは1980年 代を最 も象徴する政策原理であった。K-Economics(ケ イン
ジアンエコノミックス)とR-Economics(レ ーガノミックス)の 政策原
理 としての長波的対称性は,前 者がデフレ的過冷のボ トムで有効なのに対
して,後 者は,イ ンフレ的過熱のピークで有効であるということであ り,
どちらも恒久的に服用すれば,前 者は 「拡大不均衡の矛盾」をもたらし,
後者は 「縮小不均衡の矛盾」をもたらすとい うことである。
(7)さ らに今日長期波動の歴史的反復現象 とみなされるものに,覇 権国
アメリカの累積債務増大と,挑 戦国日本のバブル崩壊,な らびに世界経済
の 「縮小不均衡の矛盾」がある。これら三つは,レ ーガノ ミックスの副産
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物 とも考えられるが,根 本的には,覇 権国アメリカにおける 「過少生産構
造の矛盾」の出現とその解決の困難性にその原因をもつものといえよう。
レーガノミックスの有効供給拡大のための戦略的政策の一つは,ド ル高
政策によって相対的低価格の輸入を大:量に増大 し,財 の供給をふやす と共
に,国 内物価を安定させることであった。これに対 して,日 本などの有力
な輸出国は対米貿易で莫大な黒字不均衡を生み出し,過 剰流動性のバブル
現象を生み,株 や土地の資産価格の上昇によって貿易不均衡の是正的圧力
を吸収せざるをえなかった。最大の貿易黒字を経験 した 日本が膨張 したバ
ブル経済を経験 したことは当然であったが,貨 幣当局の引き締め政策への
転換によってたちまち巨大バブルは崩壊し,不 良債権とい う担保割れ した
土地 と,半 値以下の株と,売 れる見込みのない商品在庫の山が残されただ
けであった。 レーガノミックスはアメリカに対 して巨大な累積債務を背負
わせ,日 本に対 しては,バ ブルの後遺症を残 す ことに よって世界経済の
r縮小不均衡の矛盾』への道を開 く原因となった。日本経済におけるバブ
ルの発生と破裂は,1920年 代から30年代へかけてのアメリカにおけるフロ
リダの土地ブームや株式ブームの発生とその崩壊に匹敵し,い ずれも世界
覇権に対する挑戦国的状況の中で生 じていることが,長 波的循環の反復性
に該当す る。 また,日 本のバブル現象や,ア メリカの債務累増が長波的下
降シン ドロームの歴史的特性を包含することに注目されねぽならない。
ところで,r縮 小不均衡の矛盾』 という概念は経済用語としては一般的で
はないが,世 界経済の需給構造における動態的変化を示す概念であ り,物
価水準が下降しつつある状況下で相対的に需要が減少し供給が増大するこ
とによって需給の不均衡がますます拡大 しつつ,物 価水準がデフレ的過冷
のボ トムに向かって動きつつある経済状況をさす。長期波動的下降局面の
「縮小不均衡の矛盾」の本格的出現は,今 日他の次元でも色濃 く発生しつ
つある。例えば,旧 共産圏や,ア ジア,イ ン ドなどの低コス ト製品の工業
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化によって,世 界市場にはデフレ的価格下落が発生し,日 本の円高と内外
価格差の問題が 「価格破壊」といわれる低価格製品の大量輸入をこれ らの
地域から促進 させつつある。内外価格差の乖離による国内物価の相対的高
水準は,あ たかも日本国内にインフレ的過熱の長波 ピークが発生している
ことと同等であり,日 本が 「過少生産構造の矛盾」に陥ち入っていること
のなによ りの証拠である。円高による日本産業の空洞化は,過 少生産構造
の発生を意味し,つ ぎつぎと海外へ産業移植を志向す る企業 ビヘ イ ビア
は,新 たな価格破壊をもた らす と共に,日 本国内の生産を縮小させ,雇 用
機会を奪い,総 需要を縮小させる。今や同質的相剋関係の構造は 日米間だ
けではなく,日 本対アジア,日 本対旧共産圏などにも拡散し,価 格破壊現
象が生産の縮小と雇用破壊,さ らには国内需要の低迷をもたらし,世 界経
済における縮小不均衡の矛盾を生み出しつつある。
アジアや旧共産圏のNewSupplierの 出現に よるデ フ レ的価格破壊を
通 じた世界的総需要の縮小不均衡的矛盾の激化は,1930年 代との歴史的反
復性に対応しているが,こ の難局の打開は,物 価下落による貨幣購買力の
増大にもとつ く 「金鉱の発見効果」を自然的に期待するか,あ るいは時代
の先端を切 り開く 「技術革新」の発生以外にあ りえないであろうことも長
期波動論からの重要な政策的提言である。
2.長 期波動論義の諸問題点
コン ドラチェフ的長期波動論義にもとづいて経済を分析する場合,明 白
にしておかなけれぽならないい くつかの問題点が存在する。
まず第一は長期波動が経済実体の動態的ダイナ ミズムを 「内生循環ない
し内生的継起性」 として把握するものであるという点である。循環論の基
本的視点は経済事象の任意性に構成性を付与 し,事 象の継起的変動に,一
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つの特定パターンを与えることである。もちろんこの継起的特定パターン
は リジッ トなものではな く社会科学的柔軟性をもつものでなければならな
いが,真 に長期動態的視点とは,社 会生活体の諸事象を継起的変動の内生
循環として一定の特定パターンで示すことである。多 くの分析はともすれ
ば,外 生的 ピース ミールであ り,継 起的変動の外枠で議論されてお り,内
生的連続の特定パターンを示すに至っていない。
コン ドラチェフが示 した長期波動形成の内生要因は必らず しも満足ゆく
べきものではないかもしれないが,少 なくとも継起的変動の構成性を志向
している点と,経 済変動の長期ダイナ ミズムに対する歴史の反復性に鋭い
洞察を与えている点で他と比較して高 く評価されなけれぽならない。
コン ドラチェフが示した長期波動形成の内生要因は,① 技術革新,② ニ
ュー ・フロンティア,③ 金鉱の発見,④ 戦争 ・革命,⑤ 農業問題であると
云われている。 このうち①と②は経済の供給サイ ドの問題であ り,③ と④
は需要サイ ドの問題で,⑤ は,需 給の総合問題である制約循環要因として
示されたものである。 コンドラチェフ的長期波動が,供 給サイ ドと需要サ
イ ドの複合要因によって基本的に形成されるものと考えられていることは
注 目されな:けれぽならない。
(1)技 術革新 とニ ュー ・フ ロンテ ィア
まず長波の始発点は,図4に 示されるようにt・時点に設定されている。
これは世界物価のデフレ的過冷のボ トム(レ ベルTの 物価水準)で あり,
均衡の近傍(レ ベルE)を 出発点と想定しているシュムペーター的始発点
とは異なっている。 コンドラチェフが継起的変動の構成性を内生循環要因
に求めていることは,出 発点をtoに 置 くことを必須要件 とし,同 時にそ
こは長期波動の下位転換点でなけれぽならない。なぜなら,コ ンドラチェ
フの考える技術革新は,先 行する長期波動の不況局面を内生的始発要因と
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す る 「DepressionTrigger」 説 を基 本 としてい るか らであ る。先 行す る長
波 の下降期 には 「生産お よび交通,伝 達 の重要な技術的発 明がな され,こ
れ らは次 の長期上昇 の初期 に大規模 に適用 され る4)」 ことに よって技術 革
新 とな り,今 期 の長波 におけ る下位転換点を形成 し,上 昇へ の始発点 とな
るのであ る。 あ る 「発 明」 が企業家 のRisktakeに よって,生 産施設建設
へ と実施応用 され るとき,具 体的な 「技術革新」 となるこ とは一般 に知 ら
れた ことであ るが,不 況期には企業利潤 が低下 し,経 営行動 の行 き詰 ま り
を打開す るために,多 小の リス クを越 えてあらゆ る方 策が 企業 家に よって
模索 され る。
いずれにせ よ,コ ン ドラチ ェフの下位転換点 にお け る上 昇 へ の 始 発 点
は,先 行す る長期 波動 の不況局面におけ る企業 の行 き詰 ま りが引 き金 とな
って,い わゆ る 「DepressionTrigger」 の技術 革新 を 誘 発 す る とい う内
因説 を基本 としてい る。 この考 え 方 は 技 術 革 新 の 「Demand-pull」 説や
rProsperityTrigger」 説 と著 しい対称を なしてい る。 しか し,技 術革新
が不況 と好況 のいか なる局面 で多 く発生す るかに関 していか に詳細 に議論
した として も長波論 の本質 に とって余 り意味あ る結果を もた らす もの とは
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考えられない。問題は不況局面を誘発要因とする技術革新が 「プロダク ト
インノベーション」にしろ 「プロセスインノベーション」にしろ,不 況か
ら好況へ と局面を変革するほ どの経済的浮揚力を持ちえているかどうか と
い うことである。技術革新を長期波動始発点の唯一絶対の浮揚力とみるこ
とは,余 りに も供給サイ ドに偏よった単一要因説 と云わざるをえないし,
他方における需要サイ ドの要因を忘れ去っているといわざるをえない。
先行する長期波動の不況局面を始発要因 とする 「DepressionTrigger」
説は,供 給サイ ドの技術革新についてだけ云えるのではな く,「世界需要」
についても同様妥当するのである。先行する長期不況において物価水準が
レベルE'を 越えて低下するとき,世 界経済は価格破壊的な 「縮小不均衡
の矛盾」に支配されは じめたと考えることが可能である。このような縮小
不均衡の現象が発生す るのは単一の理由だけではないが,重 要な原因の一
つは,供 給面のフロンティアで,従 来のコス トと比較 して著しい低 コス ト
で生産可能なrNewSupllier」 が世界市場に出現することである。New
Supllier達 は,先 進国からの模倣的技術 と極端に低い労働賃金 とを結合す
ることによって工業化に成功 し,価 格破壊的な低価格品販売能力を身につ
け,供 給サイ ドでニューフロンティアを切 り開くのである。東南アジアや
中国,イ ン ドを中心とするアジア圏や,旧 共産圏の価格破壊的な市場進出
は,先 進的諸国の国内生産を削減し,雇 用破壊をもたらす とともに,こ れ
らの内需を低迷させ,縮 小不均衡の矛盾をつ くり出す。価格破壊による現
代的縮小不均衡の出現は,1930年 代と同様の歴史的反復性をもった長波 シ
ン ドロームと考えられ,世 界経済が新局面に入 りつつあることの証左と考
えられ よう。
問題は,価 格破壊的な縮小不均衡的矛盾の極値で,貨 幣の購買力が増大
し,実 質貨幣残高が上昇することによって,世 界需要が増大するとい う需
要サイ ドの内生的継起性である。物価下落や縮小不均衡の矛盾を始発的動
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因とする貨幣購買力の増大は,需 要サイ ドのDepressionTrigger説 であ
り,供 給サイ ドの技術革新に関するDepressionTrigger説 と対称をなし
ている。
コン ドラチェフ流の内因説に明確な論理の一貫性を与えるとすれぽ下降
局面の物価下落や縮小不均衡の矛盾が 引き金 となって実質所得を増大さ
せ,さ らには貯蓄が増大し,豊 富な低利資金が資本市場に大量に供給 され
るとき,は じめて需要サイ ドに世界需要の増加という経済的浮揚力が構成
されるものとしなけれぽならない。
縮小不均衡の矛盾が物価低落をもたらし不況局面を一段 と底割れすると
き,供 給サイ ドに技術革新の誘引が高ま り,需 要サイ ドに世界需要の浮揚
力が形成される。供給サイ ドと需要サイ ドの両者の合力が経済的浮揚力と
なれぽ上昇への圧力は強大となり,反 対に供給サイ ドの技術革新がそれほ
ど大きな革新波及力をもたなかった としても,需 要サイ ドの貨幣購買力増
大が世界需要を引き上げ,上 昇への経済的浮揚力となる。いずれにせよ,
コンドラチェフ的長期波動の始発点は,先 行す る長波の不況局面で,縮 小
不均衡の矛盾が作動し,デ フレ的過冷のボ トムまで物価が下落(レベルT)
した時は じめて上昇への下位転換点 として形成せ られるのである。
(2)金 鉱の発見効果
物価下落が引き金となって貨幣購買力が増大し,実 質的世界需要を引き
上げるとい う内生的継起の 「DepressionTrigger」 説は,あ たか も金鉱の
発見と同等の経済効果をもっている。多 くの人々は,金 鉱の発見を経済的
内生要因として説明するコン ドラチェフ的仮説を奇異 と考えているのであ
るが,金 数量ないし実質貨幣量が物価 レベルと連動して実質的世界需要を
規定するものとすれば,必 ず しも全 く荒唐無稽の仮説 として棄却するわけ
にはいかなくなる。金数量仮説はコン ドラチェフ的長期波動論においては
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基本的に需要サイ ドのDepressionTrigger説 として論 じられ,内 生的継
起のフィー ドバック事象として取 り扱われているのである。
長期波動の下底,な いし長期上昇の初期に金生産が増大するというコン
ドラチェフ的見解は,「貸付基金」の存在量 と 「利子率の水準」にかかわる
問題で,物 価水準の下落に伴 う実質貨幣量の増大は,低 利で豊富な貸付資
金における入手可能性を拡大させ,需 要サイ ドから基本的資本財ないしイ
ンフラ投資を刺激 し,上 昇局面へ と転換させる原動力を形づ く る の で あ
る。
DepressionTrigger説 にもとつ く技術革新 と金鉱の発見ないし貨幣数量
の増大は,前 者は縮小的不均衡矛盾の供給サイ ドか らの克服を意味してい
るのに対 して,後 者は需要サイ ドからの克服を意味している。これら二つ
の要因は,相 互に作用 しながら,上 昇へ と下位転換を可能にし,長 期的な
経済の 「拡大均衡経路」への道を切 り開くのである。内生的な一回限 りの
群生的技術革新 と豊富で低利な資本賦存が与えられる限 り,循 環的変動の
下位転換点は確実に形成せ られ,縮 小的不均衡矛盾の極限値で上昇への内
生転換が可能であ り,局 面はDepressionPhaseか らProsperityPhaseへ
と移行することになる。
(3)戦 争 ・革命と覇権存立
戦争 ・革命についてのコン ドラチェフ的見解は,悲 惨で大規模な世界戦
争や革命が起きるのは長期波動の上昇期であるとい うものである。上昇局
面では生産活動が活発化し,販 売市場と原材料の確保をめ ぐって国際間の
競争が激化し,国 際政治関係を緊張させる。軍事的対立や武力紛争の火種
は,軍 事支出を増大させ,需 要サイ ドから上昇波を促進する一方,市 場を
め ぐる対外的相剋関係はピーク近傍において熾烈 となる。さらに,生 産活
動の活発化は,利 益配分をめ ぐって社会階層の対立をもた らし,社 会変革
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を求める市民活動が対内的相剋関係 として頻発す る。
戦争革命に関するコンドラチェフ的仮説のユニークさは,長 期波動の上
昇局面における生産の増大 と需要の拡散を継起 とする内生的要因として述
べられている点である。これに対 して長期波動の下降局面では対称的に生
産と需要の縮小のために戦争 と革命は陰伏的に潜在化 され るとみる。この
主張は,技 術革新のDepressionTrigger説 とDemandPull説 の論争と
同義的内容を有し,い かなる場合に戦争や革命が頻発しやすいかの論争を
まね きがちである。しかし,こ の場合も,長 波論の本質にとって余 り意味
ある結果をもたらすものとは考えられない。むしろ問題は,社 会生活体 と
しての政治経済的国家体制ないし国家システムが,長 波の上昇から下降へ
の一循過程でr覇 権的存立』の苛酷な洗礼を受けるということで,上 昇局
面では拡大する需要がそれを牽引し,下 降局面では縮小す る需要がそれを
牽引するとい うことである。長期波動に関する戦争革命仮説は,一 定の社
会生活体ないし体制的システムの 「覇権的存立の可能性」が本質問題であ
り,戦 争革命の発生時;期とその必然性にあるのではない。長波上昇の拡大
する需要局面では,社 会生活体の経済的供給サイ ドの:量的力がためされ,
長期下降の縮小する需要局面では経済的供給サイ ドの質的力が た め さ れ
る。経済的供給サイ ドの量的ならびに質的不完全性をもつ社会生活体ない
しシステム体系は,一 循す る長波過程で選別的淘汰作用を受け,跡 形もな
く消滅し,そ の現象形態は戦争であった り,革 命であった り,発 生時に関
しては,ピ ーク近傍であった り,ト ロフ近傍であった り,な んらかの必然
的法則性に支配されるものではないとみるべ きである。戦争革命仮説に関
して もっとも重要なことは,あ る社会生活体ないし体制的システムの 「覇
権的存立の可能性」が,長 期動態的一循の変動過程で容赦なく選別的淘汰
作用を受けるとい うことであ り,戦 争や革命は覇権の存立 と維持にかかわ
る国家の対外的,対 内的相剋関係の実体的構造を現象化 したものにす ぎな
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い とい うことである。戦後アメリカ覇権が衰退し,つ いでソ連社会主義体
制が崩壊消失 し,今 また 「日本型経済システム」が,世 界市場で苛酷な選
別的淘汰作用を受けつつあることの現象形態は 「戦争 ・革命仮説」の本質
的意義の変型を示す もので,コ ンドラチェフ長期波動のこれまで深 く探究
されてこなか った要因である(5)。
(4)農 業と制約循環
農業問題に対するコンドラチェフ的見解は,「下降期には農業がきわだっ
た長期の不況に苦しむ」とい うもので,下 降への上位転換点の形成が,農
業国り購買力低下を動因とするとい う命題に立脚している。元来 コンドラ
チェフ的長期波動は,農 業原材料やエネルギー資源の入手困難性 に伴 う
「制約循環説」を基本としてお り,農 鉱生産物の市場的特性である 「小さ
な価格弾力性」を基礎に,相 対的過少生産に対 しては価格が急騰し,相 対
的過剰生産に対 しては価格が急落するという性格をもっている。制約循環
説は,長 波上昇局面における 「拡大不均衡の矛盾」を契機 として発生す る
「過少生産構造の矛盾」を背景として形成せ られ る。ここにい う 「拡大不
均衡の矛盾」 とは長波上昇局面での総需要(D)の 拡大が,総 供給(S)
の能力をzて 偏向的に増大することで,需 要 と供給が不均衡状態(S〈
D)と なり,そ の極限値においてインフレ的過熱のピークをつ くり出す作
用をい う。 これは下降局面での 「縮小不均衡の矛盾」(S>D)と 対称性
を もち,ま たデフレ的過冷のボ トムとも対称性をなす概念である。
S〈Dの 不均衡状態は,需 要サイ ドに主眼を置けば,「 過剰需要ないし
過剰支出」とい う拡大不均衡の矛盾であ り,供 給サ イ ドに主眼を置けば
「過少生産構造」とい う拡大不均衡の矛盾である。どちらにせよ,上 昇局
面の末期には,需 要サイ ドと供給サイ ドの合力が,S<Dと い う拡大不均
衡をつ くり出し,イ ンフレや供給不足,過 剰支出などの経済現象を導き,
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市場特性として制約要因を強くもつ農鉱生産物においては,拡 大不均衡の
矛盾が顕著 とな り,ハ イパーインフレにも似た上昇をもたらす一方,そ の
後数年の経過の後には,供 給の過剰による 「縮小不均衡の矛盾(S>D)」
に陥ち入 り,暴 落的な価格下落に見舞われ る。
コンドラチ ェフ的農業仮説は上昇局面の拡大不均衡の矛盾を基本とする
農鉱生産物の制約要因を動因として,長 波の上昇から下降への上位転換点
が形成せられ,価 格暴落による農業国購買力の低下が引き金となって世界
経済は縮小不均衡の矛盾が顕著 となるという内生的継起要因を基本として
いるのである。
以上は,コ ン ドラチェフの提起 した長期波動の五つの内生要因に関す る
説明と解釈であるが,循 環的長波形成の基本的論理は,価 格市場 メカニズ
ムのもつ均衡化作用に強い信頼が置かれていない とい うのが最大の特徴で
ある。
「縮小不均衡の矛盾」や 「拡大不均衡の矛盾」を通 じて内生的に下位転
換点 と上位転換点が形成せ られ,そ の間隔をdownandupす る経済ダイ
ナ ミズムに関する思考構造は,マ ル クス主義的な 「全面危機説」 とも異な
るし,ケ インズ的有効需要管理説とも異な り,ま してや古典派的な市場機
構論 とも異なっ て い る。 コン ドラチェフが資本主義の循環的変動を認識
し,縮 小不均衡の極値でデフレ的過冷のボ トムが出現し,上 昇への下位転
換点が存在することを指摘 したことは,彼 の生命を賭 した危険な思想であ
ったが,死 を宣告 した体制そのものが,50年 後に全面崩壊し,過 酷な覇権
存続の選別的洗礼の中に消滅したことは,コ ンドラチ ェフの"復 活"以 外
のなにものでもなく,歴 史の対称性を思い知らされ,世 界経済の循環変動
的展開の反復性を確信す る。
コン ドラチェフ的長期波動論にもとづいて経済を分析す る場合,明 白に
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しておかなけれぽならない次の問題は,長 期波動が,世 界経済 という全体
的普遍における現象形態であ り,単 なる任意の一国の経済変動過程ではな
いとい うことである。従って任意の一国の経済分析を長期波動 と関連づけ
て論義する場合,そ の国の世界経済における諸関連が明示 されなけれぽな
らない。従来の長期波動分析は世界物価の変動を通 じた上昇 と下降の長期
的趨勢に視点が置かれ,と もすれば,世 界経済一般の決定論的歴史法則 と
して リジットにパターン化されるものであった。 しか し現代長波論の著し
い特徴は,世 界経済を 「覇権安定システム体系」 として認識 し,「覇権国」
とい う特定国における経済的盛衰が,世 界システムに躍動 と衰退の波動を
もたらす共に,覇 権国と非覇権国の経済的システム関係の相互作用が,内
生的に関連し,そ の相互関連の覇権的交替ないし非交替(シ ステムへの挑
戦 と危機)こ そが,長 期波動現象だとする考え方である㈹。
覇権安定システム論にもとつ く長期波動論の認識は,従 来の決定論的,
硬直的長波論 と異なって,内 生的システム理論 として柔軟な歴史法則性を
前提とするものであ り,政 治経済的認識を中心的論理構成 とするものであ
る。これはまず第一に,長 期波動論に短期理論的経済分析を導入す る可能
性をもつ と共に,覇 権国の衰退 とい う長期的,歴 史的,具 体的 目的意識に
よって抽象的経済理論を内実化すると共に,世 界経済の時代的,世 紀的構
造変動に分析の主眼を求めることを意味する。長期波動論は,世 界経済の
全体的普遍における現象形態であるが,覇 権安定 システム論にもとづいて
覇権国 という特定国の盛衰を分析の対象 とする場合,内 生的で柔軟な,世
界経済における動態的歴史法則を求めることが可能であ り,政 治的,経 済
的総合認識の中心的論理構成 として有用性を著 しく高めるものとなる。
図5は,パ ターン化したコンドラチェフ的長期波動にイギ リス覇権1,
1[,皿(パ ックスブリタニカ)お よびアメリカ覇権1(パ ックスアメリカ
ーナ)を 対応 させたものであるσ)。 ここで興味のある点は,覇 権国の興隆
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図5長 期波動と覇権交替
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か ら衰退までのサイクルの長さが約一世紀であること,し かも覇権の動態
的移行が興隆→獲得→成熟→衰退の四局面をもつこと,ま たイギ リス覇権
1の 衰退期がイギ リス覇権■の獲得期に対応 し,同 じくイギ リス覇権丑の
衰退期が,イ ギ リス覇権皿の獲得期に対応すると共に,さ らにイギ リス覇
権皿の衰退期がアメ リカ覇権1の 獲得期に対応 していることである。ある
覇権の衰退期とつぎの覇権の獲得期の対応する同時期を 「覇権交替期」と
命名すれぽ,歴 史上近代世界経済 において.は,3回 の覇権交替期が存在
し,1970年 初頭以来の現代世界経済は,4回 目の交替期に該当しているも
のといえる。ただし,覇 権交替における次期覇権の確立は,必 ずしも,全
く別個の国である必要はな く,イ ギ リス覇権1,]1に みられ るように,再
生的構造変化による自国の継続的覇権化の場合 も存在 し,他 国の挑戦的覇
権交替を打ち負かすような自己改革が実現すれば,新 たな覇権を先行して
確立することも可能となる。これは真の意味の覇権交替ではなく,む しろ
「非交替」とでもい うべきもので,イ ギ リスの既存覇権が ドイツ,フ ラン
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スによって挑戦的危機を向かえたにもかかわ らず,そ れを上回ってイギ リ
スの:再生的構造変化が実現し,自 国の継続的覇権化が可能となったものと
理解される。これとは対称的に典型的な真の意味での覇権交替は,イ ギ リ
ス覇権皿からアメリカ覇権への 「覇権交替皿期(1920^1945年)」 であ り,
非覇権的後続国の覇権化が急激なキャッチアップによって実現したのであ
る。後続国が先導的覇権国から覇権を奪取するとい う時代は,同 じ長期波
動の下降局面でもその混乱の度合は大きく,世 界経済の諸関連に及ぼす効
果の危機的度合は,深 刻とならざるをえない。問題は現代の長期波動的下
降局面の 「覇権交替V期(1973～2000年?)」 を非覇権的後続国の覇権化
による典型的な 「覇権交替」 とみるか,再 生的構造変化によるアメリカ自
身の継続的覇権化による 「非交替」 とみるかによって,長 期波動の下降局
面がもつ政治鋒済的危機状況に対する見解が異なってくるということであ
る。
世界経済に対する認識としての覇権安定システム論にとって最悪の混乱
状況は,覇 権への意志 と能力の双方を兼ね備えた事実上の覇権国がこの世
界から消失し,世 界の諸国が,す べて自国の利益だけを追求し,他 国まか
せに負担分担を回避してフリーライダー(Freerider)を きめ込み,覇 権の
空位期(lnterregnum)が 訪つれることである。 覇権交替が,先 行する覇
権国の継続的非交替の形態をとろうが,後 続国による純粋の覇権交替の形
態をとろうが,大 な り小な り必然的な 「空位期」の出現は回避できないの
が歴史的事実である。むしろ長期下降局面は,世 界各国が既存の世界秩序
から解 きほぐされて各国同志の相剋的代替関係によって世界経済における
諸関連を規定する一定の秩序が崩壊するときに出現す るとい うのが現実で
ある。か くして長期波動論的観点にもとづいて一国の経済分析を行 う場合
には,覇 権的特定国との諸関連が世界経済的構造においていかなるもので
あるかの認識がまつ第一に明示 されなけれぽならない課題の一つである。
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そ うすることによって,世 界的全体の普遍現象である長期波動の個別的,
具体的適応が可能となるのである。これはあたか も,短 期,中 期の景気循
環が,長 期波動の上昇下降に強 く影響を受け,複 合循環 としてその特性が
明らかになるのと同じように,覇 権国の盛衰が後続的諸国の経済的特性を
複合的に規定するとする考えと同一の問題と云えよう。従って覇権国盛衰
仮説は長波,中 波,短 波の 「異種間サイクルの交錯」(8)と対比され,大 中
小国の 「異国間経済の交錯」を問題とするのである。
第二次大戦後の覇権国はい うまでもな くアメ リカであり,戦 後世界経済
は,ア メリカを中心としたパ ックスアメリカーナとい う覇権安定システム
によって支えられていた。アメリカ覇権の安定性は,ア メリカの政治的,
経済的,軍 事的能力の圧倒的優位のもとに,戦 略的産業技術の開発や,ド
ル通貨体制ならびに自由貿易通商体制,余 剰資本と軍事的安全保障等々の
国際的公共財の提供によって確立されたものである。世界諸国はアメリカ
に対 して異質的補完の構造的関係をもち,短 期的問題はあったにしても,
70年代初頭まで世界は覇権国アメリカと後続的諸国との間に調和的相促的
関係のうちに世界経済の動態的進展において拡大均衡経路を歩むことが可
能であったのである。
日本は覇権国アメリカの供与する国際的公共財に フ リー ライ ドす る形
で,IMF,GATT体 制か ら最 も多 くの利益を享受 し,次 第に単なる後続
国か らアメリカ覇権を脅かす 「挑戦国」へ と構造的変化を行なったのであ
った。
日本が覇権国アメリカに対 して相促的補完の異質的関係から相剋的代替
の同質的関係へと経済構i造を本格的に顕著に したのは,1970年 代の初頭か
らであるが,そ の関連する背景の全要因は 「アメリカ覇権の相対的衰退」
とい うことに集約される。 日本が単なる後続国から挑戦国へ と転化 した こ
とは,覇 権国アメリカが比較劣位を有する繊維,家 電製品,鉄 鋼,化 学製
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品はもちろん,比 較優位を有する自動車やエレクトロニクス,情 報,金 融
サービス部門などの高付加価値の基軸産業までをも日本が脅かすに至った
とい うことを意味し,熾 烈な貿易摩擦を発生させ,従 来から覇権国アメリ
カが世界に提供していた国際的公共財(自 由貿易体制,安 定 した世界通
貨,余 剰資本等々)の 提供を困難にさせ,世 界経済を不安定な,混 乱した
情況へと一層追いやる結果となったのである。
覇権国アメリカの相対的衰退によって長期波動の下降局面のコン ドラチ
ェフ的影響を最 も強くこうむるのは挑戦国日本である。巨大な対米貿易の
黒字が,円 の暴騰をもたらし,株 価や土地資産に関して巨大なバブルを発
生させ,さ らには金融引き締めによってバブル崩壊に伴 う不良債権の山を
つくり出し,他 方,ド ル安に伴 う円の高騰は,内 外価格差ないし内外コス
ト差の発生にもとづき,相 対的インフレの過少生産構 造へ と変化 させ,
"物を生産する能力の急速な喪失"と いう空洞化の危機へ突き進む結果と
なった。これはまぎれ もなく 「平成景気」 という10年単位の日本における
中期波動ないしジュグラー波の不況局面における長期化作用をもたらし,
戦後50年 のコン ドラチェフ的長期波動の下降局面的特徴に本格的に巻き込
まれたものと判断されるべきものなのである。日本が円の暴騰によって内
外価格差が拡大し,相 対的インフレの過少生産構造 の矛盾 に陥 ち入 った
り,反 対に内外 コス ト差の拡大によって日本から,企 業が高 コス ト回避的
に海外に移転することは,空 洞化 とい う"物 をつくる能力の急速な喪失"
を意味し,こ れ らの構造的矛盾は価格破壊的なデフレ作用を発生させ,縮
小不均衡の矛盾をつくり出すか,空 洞化による雇用破壊をもたらす。か く
して,ド ル安に伴 う円高騰やバブル破壊,内 外価格差に伴 う過少生産構造
の出現,さ らには空洞化,平 成不況の長期化などの諸現象は,日 本経済の
長期的展望に衰退的下降のコン ドラチ ェフ的シンドロームが出現 しつつあ
るものと理解されなけれぽならない。
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長期波動的観点から経済分析をする場合の問題点の第三は,長 期的経済
分析 と短期的ならびにに中期的経済分析をどのように接合す るかというこ
とである。 コン ドラチ ェフ的長期波動分析の基本的視点は,長 期波動の上
昇ないし下降の局面が,短 期波動ないし中期波動の局面の強さや長さに影
響を与えるとい うことであ り,「長期波動の上昇期には,好 況年が多数かぞ
えることができるのに対 して,長 期波動の下降期には不況年が支配的とな
る」 というものである。この考え方は,長 期波動の基本的視点であ り 「景
気年数仮説」とも云 うべきもので,短 期的現実分析は長期的趨勢の振幅の
長 さと強弱の度合によって強 く影響を受けるとするものである。長期波動
上昇局面のもとでは短期的景気の上昇は長 くかつ強 く,ま たその下降は短
くかつ弱いのに対 して,長 期波動下降局面のもとでは,短 期的景気の上昇
は短 くかつ弱 く,ま たその下降は長 くかつ深いものとなる。図6が 示すよ
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うに,長 期波 動の趨勢的上昇に展開す る短期 的景気変動の上昇は長 く,そ
の振 幅は浅 いために,景 気の好況年 が長期化(T・ 一Pエ)し た り,連 続的
に複数 出現す る一方(T、 一PrT2,TrP2-T3),逆 に 景気 の 不況年
は短 くかつ弱 い(PrT2,PrT3)も の とな る。 それに対 して,長 期
波動 の趨勢 的下 降に展開する,短 期 的景 気変動の上昇は短 く,そ の振幅は
深いため に,景 気の好況年が短期化 した り(T;一P;,%一P∋,連 続的
に不況年が複数 出現す る一方,景 気 の不況年 は長 く(P;一T;,P;一T;)
かつ深 いもの となる。
い ま,キ ッチ ン波 としての短期 波 動 や,ジ ュグラー波 としての中期波
動,ク ズネ ッツ波 としての建築 循環 がそれ ぞれ 長期波 動 と混合す る 「複合
循環」 であるこ とを説 明す るために,典 型 的な長 期波 動の長 さを54年 と仮
定 して,次 の よ うな シュムペー ター的 「景気年数等号式」を仮定す ること
が可能 であ る(9)。
1コ ン ドラチ ェフ=3× クズネ ッツ=6× ジュグラー=12× キ ッチ ン
(54年)(3×18年)(6×9年)(12×4.5年)
この等 号式 の意味す るところは,54年 の コン ドラチ ェフ波動 に,3個 の
クズネ ッツ(÷18年)と,6個 のジaダ ラー(÷9年),12個 のキ ッチ ン
(÷4.5年)が 含 まれ る とす るもので,長,中,短 の混合す る 「複合循環」
を機械 的に説明 した ものであ る(図7参 照)。 しか し現実の 景気変動 は,
それ ぞれ の諸循環の相互的交錯 として発生 し,サ イ クルの長 さ も画一的 で
はない。 しか し,現 実の景気循環が,複 合す る長中短 の景気変動 に大 きな
影響 を受けて展開 してい るとい う認 識は学問的 には非常 に重要 であ り,図
7は その ことをパ ターン化 して示 した もの であ る。 と くに,長(コ ン ドラ
チ ェフ),半 長(ク ズネ ッツ),中(ジ ュグ ラー)が 三本 とも上昇 す るAお
よびB域 では,短 波 のキ ッチ ンにおけ る下降は存在 しないか もしれ ず,逆
に三本 とも下降す るCお よびD域 では,短 波 のキ ッチ ンにおける上昇 は存
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図7シ ュムペーター的複合循環
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在しないかもしれない。同じことは中波であるジュグラー波にも云え,長
および半長の上昇と交錯するジュグラー波の下降は存在 しないか もしれ
ず,逆 に長および半長の下降 と交錯するジュグラー波の上昇は存在しない
かもしれない。
今 日戦後50年 の日本経済における景気循環 とからんで論争的主張を提示
しているのは,篠 原三代平教授の 「異種サイクルの交錯」論であ り,こ の
論義は篠原教授ならではの論争的主張を含み,長 期波動的フレームワーク
を用いて 「平成景気」の循環的特性の本質をあます ことなく示しているよ
うに思える(エo)。論義の中心は,「平成不況」を戦後50年 とい う長期波動の
中でうきぽ りにしていることで,シ ュムペーター的な 「異種サイクルの交
錯」 として把握 していることである。詳細については,篠 原教授自からの
著作を参照されたいが,教 授の主張をパターン化 して示 したのが図8で あ
る。篠原教授の一貫する主張は,コ ソ ドラチェフ的長波や,ク ズネッツ的
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図8戦 後50年 の異 種 サ イ クル パ タ ー ン
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建築循環,な らびにジュグラー的中波が,戦 後経済に生き続け,存 続して
いるということであ り,日 本経済についてこれらを実証的に分析し,諸 循
環の相互の交錯の仕方の中で現実の経済変動を把握しようとすることであ
る。
平成景気の循環サイクルは,1986年11月 を トFフ とし,1991年4月 を ピ
ークとする上昇局面53ケ 月を有し,下 降局面が1994年11月 現在までで43ケ
月連続しているジュグラー型の中期波動である。論義の中心的問題は平成
景気の不況局面が4年 にも及び,長 期化していることをどのように説明す
るかであ り,篠 原教授の主張は,長,半 長,中,短 の異種サイクルにおけ
る下方調整的交錯が作用しているとみる ところに存 在す る。 この考え方
は,シ ュムペーター的な複合循環的等号式をベースとし,長期波動の基本的
視点である 「景気年数仮説」にもとづき 「長期波動の趨勢的下降に展開す
　 　 コ コ 　 　 　 　 　 　 　 　 　
る短期景気変動の不況期は長 く深いものとなる」 という命題を論証してい
ることである。要するに平成景気は,バ ブル発生とその崩壊を包含しつつ
きわめて色濃い 「長波シン ドローム」を特色とした中波的循環変動 であ
り,50年 という戦後期全体を コンドラチェフ的フレームワークで観察する
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ごとによっては じめて可能 となる認識を提示 しているのである。
平成景気の不況局面が,長,半 長,中,短 の異種サイクルの下方調整的
交錯によって,長 期化しているとい う特徴は循環変動に関する 「長波 シン
ドローム」であるが,日 本経済は今 日,世 界経済の動態的変化によって構
造変動に関するコン ドラチェフ的長波現象に全面的に巻 き込 まれ つつあ
り,そ のもつ意義の重大さと深刻さは戦後はじめての経験 というべ きであ
る。ここで篠原教授 とは別個に平成景気に関する長波 シン ドロームを構造
的景気変動論にもとづいて以下のごとく要約することとす る。
(1}平 成不況の長期化は循環的要因のほかに構造的変動要因の影響を強
く受けることによって日本経済の本格的な長期波動下降過程への突入を意
味するものと理解されるべきものである。すでに述べたように,コ ン ドラ
チェフの 「戦争 ・革命仮説」の本質的問題は,一 定の社会生活体ないし体
制的システムの 「覇権的存立的の可能性」が長波の一循環過程で苛酷な選
別的淘汰作用を受けることであるとしたが,戦 後アメリカ覇権が衰退し,
ついでソ連社会主義体制が崩壊 したのにひき続いて,今 また 「日本型経済
システム」が衰退への構造的要因を保持するに至っているのである。
ある国の経済的衰退現象の最:大の理由は,そ の国が 「過少生産構造の矛
盾」をもつに至るとい うことで,そ の国の経済体制的システムが機能不全
の障害となって"物 を生産する能力"が 急速に喪失することである。アメ
リカ覇権の衰退を背景とした 「円の高騰」は,日 本に 「内外価格差」とい
う相対的インフレ現象をもたらし,経 済実体に 「過少生産構造の矛盾」を
作 り出すこととなった。 もともと円高が促進された構造的要因は,閉 鎖的
な官僚主義にもとつ く統制的保護主義の輸出主導 と輸入阻止の一国繁栄主
義を基盤とし,後 進的キャッチアップ型の規制的体質が存在 したことであ
り,こ れ らは今や政官癒着の既得権益体制を形成 し,「 日本型経済システ
ム」の機能不全をもたらすと共に,世 界市場の競争的 メカニズムの中で選
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別的淘汰作用を受けるに至っているのである。規制緩和と内外価格差の是
正を遅滞 させるような官僚システムの存在は,日 本経済を急速に「空洞化」
させ,過 少生産構造の矛盾を激化させつつある。
(2}日 本型経済システムが当面 している第2の 危機的状況は,長 期波動
の 「技術革新仮説」に関連している。言 うまでもなく,技 術革新は,長 期
波動論にとって下位転換点を形成し上昇への始発点 となる最重要 ファクタ
ーであるがこれまでの 日本経済を主導してきた革新産業技術は,根 本的に
先進的な革新主導国(覇 権国アメリカ)か らの模倣的技術であった という
ことである。キャッチアップ過程を終了し,繊 維→鉄鋼→自動:車→電子関
連産業へと産業循環の雁行的構造変動を展開してきた 日本にとって現在最
も求められている新規 リーディング産業は,日 本で創造されたオ リジナル
コンセプ トをもつ 「革新産業技術」でなければならない。経済の空洞化を
回避し,内 外価格差の相対的インフレ矛盾を乗 り越え,日 本に産業再生の
"いぶき"を 持ちきたす ものは,新 規革新産業技術の創造 以外 にあ りえ
ず,従 来の 「キャッチアップ型」の模倣パターンから 「パイオニア型」の
創造パターンへ と変革 されねぽならない。これは 「生産者優先」から 「消
費者重視」への政策転換を求める今 日的主張 とは全 く相反する考え方であ
るが,供 給サイ ドを無視した消費者偏向の経済政策が構造的整合性を持ち
きたすものとは思われない。む しろ必要 とされる日本型経済システムの構
造転換は,供 給サイ ドにおける新規産業革新の創造であ り,高 付加価値創
生型の製造業の再生でなけれぽならない。
しかし従来の中央指令型的官僚支配の日本型経済システムにとって最:も
苦が手な経済行為はオ リジナルコンセプ トにもとつく新規産業技術の革新
的創造を行 うことである。日本経済にとってこれは明 らかに構造的な技術
革新の手詰まり情況であり,次 期 リーデ ィング産業を持ちえないことの危
機的構造 というべ きものである。
180(692)
長期波動と戦後50年
(3)世 界市場でのNewSupllierの 登上 と,ア メリカ覇権の相対的衰退
による円高,な らびに内外価格差是正のための規制緩和の実施は,日 本に
価格破壊的デフレ作用をもたらすが,物 価の下降と縮小不均衡局面におけ
る 「経済政策原理」は,最 も困難な長期波動的課題を提示する。世界で最:
も強い通貨の一つである円貨をもつ日本にとって,価 格破壊的デフレ作用
は,円 貨の購買力の増大に伴い,実 質貨幣量の増加をもたらし,あ たか も
「金鉱の発見効果」 と同様の経済作用を生み出し,総 需要を増大させ る。
従 ってデフレ的物価過冷の長波的ボ トムの基盤をもつ経済実体に とって,
ケインズ的総需要管理政策の裁量:的採用の許容範囲を拡大し,r経済政策原
理』 としての 「ニューケインズ政策」の政策観念を呼び起こすことになろ
う。
しかし,世 界市場がデフレ的物価過冷の長波的ボ トムに向かいつつある
とき,ケ インズ的総需要拡大策が,そ のまま単純に総需要の増大をもたら
す ものとは思われない。低価格製品の大量輸入による供給増大に対処する
ための 日本側の企業 リス トラや,そ れに付随する雇用破壊は,縮 小不均衡
作用を 日本経済に強 くもたらし,累 積的なデフレ作用を生み出す可能性が
ある。世界市場で支配する競争的物価水準が,長 波的過冷のボ トムの水準
であるとき,日 本企業が存立しうる経済的基盤はごく限定された範囲のも
のとな り,価 格破壊的デフレ作用の 「金鉱の発見効果」を上回って縮小均
衡作用が強力であれぽ総需要の減少が続行 し,ま すます縮小不均衡経路に
はまり込む危険性を もっている。
以上,日 本を と り巻 く世界市場 に発生 してい る様 々な今 日的事 象一覇権
国 ア メ リカの衰退,円 高,バ ブル崩壊,価 格破 壊,空 洞化,NewSupllier
の出現,貿 易摩擦,平 成不況 の長期化,デ フレ的縮小不均衡等 々は基本的
に 「コン ドラチ ェフ的長波 シン ドロー ム」 とみ るべ きもので,1920～30年
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代 との歴史的反復性の危機を潜在させるものである。この難局の打開のた
めには,需 要サイ ドと供給サイ ドの両面から考慮が与えられなければなら
ないが,需 要サイ ドでは,デ フレ的物価下落による貨幣購買力の増大とそ
れに伴 う 「金鉱の発見効果」が期待され,他 方供給サイ ドでは,時 代の先端
を切 り開く 「技術革新」の発生が求められ,需 要と供給の両サイ ドからコ
ン ドラチェフ的下位転換の上昇への諸力が発揮されることが要望され る。
《注》
(1)一 般に赤松経済政策論の方法論ともい うべき 「綜合弁証法」においては動
向類型としての発展変動,循 環変動,構 造変動の三動向が並列的,同 位的に
主張されている。しかし,長 期循環変動の観点か ら,歴 史の異質化同質化の
交替変動を問題とするとき,「 循環変動」のもつ動態的反復性や,対 称性,
構成性が,い かに特異な視点を与えてくれるかを論証することが,本 稿の主
目的を構成した。赤松要,『 新訂経済政策論』,第 一章第四節参照。
(2)毛 馬内勇士,「 長期波動 と現代世界経済」,明 治大学r政 経論叢』第62巻,
第1号 参照。長期波動形成の最大要因は,需 給構造の矛盾にあるとし,と く
に 「過少生産構造」の矛盾 こそが,覇 権国衰退の経済的要因であることを強
調 した。
(3)赤 松要,前 掲書,第 三章,第 二節参照。
(4)」.J.VanDuijn,TheLongWaveinEconomicLife.pp.66。
(5)東 アジアを中心とするアジアの高度成長をどのように み るか に関して最
近,P.ク ルーグマンが,こ れらの 「アジアシステム」は単に労働や資本の
投入増加によるもので,単 位当 りの効率的上昇に伴 う技術進歩ではないため
に,収 穫逓減の法則によって短命に終らざるをえない としている。
P.ク ルーグマン,「 アジアの奇跡の神話」,フ ォーリン ・アフェアーズ94
年9-10月 号,中 央公論1月 号訳載。
(6)覇 権安定システム論的観点か ら1930年代の大不況現象を論じた最初の人物
は,C.P.キ ンドルバーガーである。
C.P.Kindleberger,TheWorldinDepression1929-39.石崎,木 村訳
『大不況の世界』東京大学出版会。
(7)堀 内俊洋,rI覇 権国の盛衰と世界経済体制」,r覇 権国の経済構造』,社 団
法人 日本経済研究センター。
毛馬内勇士,「長期波動 と現代経済学」,r世 界景気の長期波動』市川泰治郎
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編。
日本経済研究センター経済分析部長期予測班堀内俊洋氏は,拙 著論文を引
用 されて,覇 権国の興亡を躍進期一獲得期一成熟期一下落期の四区分とし,
1789年^一189E年 のコンドラチェフ波動1,IIの 約100年 間を 「イギリス覇権」,
1896年^一200(年 のコンドラチェフ波動皿,IVの 約100年 間を 「アメリカ覇権」
としているが,私 はこれを再度変形活用することによって 「覇権交替期」 と
いう新 しい概念を導入した。
(8)篠 原三代平,『 戦後50年 の景気循環』,日 本経済新聞社,参 照。
(9)J.J.VanDuijn,前 掲書p.6参 照。
(10)篠 原三代平,前 掲書参照。
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